
本年４月より高年齢者雇用安定法が改正され７０歳までの就業確保措置が努力義務となり、

定年制度、再雇用制度等の見直しに着手する必要がでてまいりました。 

制度を見直すにあたり、定年延長で労働条件を変更する場合は不利益変更が、再雇用で有期

雇用とする場合は均衡処遇の対応などが大きな法律上の課題となります。 

今回は、制度を検討していくうえでの法律上の留意点について判例などを基に解説いただき

ます。 
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高齢者雇用をめぐる実務上の留意点 
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※振込手数料は貴社にてご負担をお願いいたします。 
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お 問 合 せ (一社)新潟県経営者協会 事務局 ℡(025)267－2311  

 

(一社)新潟県経営者協会 行 FAX (025)267-2310   
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受講料のご送金方法（下の□に☑チェックしてください) 

 □ 銀行振込 □ その他    請求書 □ 要  □ 不要 

ご記入いただいた個人情報につきましては今後のセミナー内容および講演会・IR 活動の向上を目的としており、主催者が取り扱う商品・

サービスのご案内の目的のみに使用いたします。なお、第三者に提供することはございません。 


